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1960年代 0本 0本 0本 0本
1970年代 6本 0本 0本 6本
1980年代 9本 8本 1本 0本
1990年代 7本 4本 3本 0本
2000年代 9本 4本 3本 2本
2010年以降 7本 2本 5本 0本
合計数 38本 18本 12本 8本
表 2　日本語教師養成・研修に関する言説が書かれた論文リスト
番号 掲載号 年 筆者名 タ　イ　ト　ル 分　類
1 25号 1974 椎名和男 派遣の立場から見た日本語教師 養成・研修
2 25号 1974 小出詞子 日本語教育の専門家 養成・研修
3 25号 1974 宮地裕 一二の基本問題について―日本語教師論
に寄せて
養成・研修




5 29号 1976 吉田弥寿夫 「日本語教育以前」所感 養成・研修
6 31号 1976 佐々木倫子 教師養成講座に望まれるいくつかの点
―志願者を分析して―
養成・研修
7 49号 1983 水谷修 言語行動としての教育実践
―何を教えているかへの反省―
研修
8 50号 1983 倉持保男 日本語教育の現状と今後の展望 養成
9 63号 1987 田原昭之 日本語教員の養成について 養成
10 63号 1987 井上和子 日本語教員養成プログラムの意義と展望 養成
11 63号 1987 宮地裕 日本語教育能力検定試験について 養成
12 63号 1987 水谷修 日本語教育専門家養成の基本計画 養成
13 63号 1987 長谷川恒雄 慶應義塾大学国際センター
―日本語教授法講座の概要―
養成
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番号 掲載号 年 筆者名 タ　イ　ト　ル 分　類




15 63号 1987 草薙裕 日本語・日本文化学類
―筑波大学における日本語教師の養成―
養成

















19 89号 1996 岡崎眸 教授法の授業が受講生の持つ言語学習に
ついての確信に及ぼす効果
養成





21 97号 1998 小柳かおる 米国における第二言語習得研究動向
―日本語教育へ示唆するもの―
養成
22 100号 1999 伊東祐郎 外国人児童生徒に対する日本語教育の現
状と課題
研修




24 123号 2004 有田佳代子 日本語教員養成入門科目におけるジグ
ソー学習法の試み
養成

















番号 掲載号 年 筆者名 タ　イ　ト　ル 分　類
27 131号 2006 亀川順代 日本語教師の成長に関する意識調査
―自己成長に関わる諸要因の基礎的研究―
養成・研修




29 135号 2007 今田滋子 〔特別寄稿〕日本語教育に導かれて―半
世紀の歩みを通して願うこと―
養成・研修
30 138号 2008 野山広 多文化共生と地域日本語教育支援
―持続可能な協議実践の展開を目指して
養成





32 144号 2010 文野峯子 教師の成長と授業分析 研修







34 144号 2010 奥田純子 民間日本語教育機関での現職者研修 研修
35 144号 2010 縫部義憲 日本語教師が基本的に備えるべき力量・
専門性とは何か
養成





































































































































ける日本語学習者を 14万 2500人と予想，必要な日本語教師を 2万 4900人と試算し，計
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年 関係省庁 政　　　策　　　施　　　策
2000 文化庁
日本語教員の養成に関する調査研究協力会議が「日本語教育のための教
員養成について」を報告
2006 総務省
「多文化共生の推進に関する研究会」が「地域における多文化共生の推
進に向けて」を報告
2007 文化庁 「「生活者としての外国人」のための日本語教育」事業開始
2008
外務省 EPAに基づくインドネシア人看護師・介護福祉士候補者の受け入れ開始
文部科学省 留学生 30万人計画
2009
外務省 EPAに基づくフィリピン人看護師・介護福祉士候補者の受け入れ開始
内閣府
高度人材受入推進会議が「外国高度人材受入政策の本格展開を（報告
書）」を発表
2010
法務省 出入国管理及び難民認定法の改正
文部科学省 外国人児童生徒の総合的な学習支援事業の発表
文部科学省 帰国・外国人児童生徒受入促進事業の発表
2012 法務省 高度人材ポイント制導入
2013 文部科学省
公立学校における帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業の
発表
2014 文部科学省 学校教育法施行規則の一部改正
2017 法務省 外国人技能実習機構設立
2018 文化庁
文化審議会国語文化会が「日本語教育人材の養成・研修の在り方につい
て（報告）」を発表
 （ふじわら　めぐみ，早稲田大学日本語教育研究センター）
 （おう　しょう，早稲田大学大学院日本語教育研究科院生）
 （かとう　まみこ，早稲田大学日本語教育研究センター）
 （くらかず　あやこ，早稲田大学大学院日本語教育研究科院生）
 （こばやし　ほくよう，早稲田大学日本語教育研究センター）
 （たかき　めぐむ，国際交流基金カイロ日本文化センター）
 （まつもと　ひろみ，早稲田大学大学院日本語教育研究科院生）
